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1.  はじめに 規模経済を享受できず ，生産が非効率的であ ったから 

国連貿易開発会議のレポートによると ， 1996 午に 65  であ る・さらに，現地供給企業・ 関連企業にとっては ， 

力 国において FDI ( 外国直接投資 ) に対する 114 ケ ー 供給 先 が国内市場指向の FDI であ るので，国際標準を 

スの 政策変化があ り， う ち 98 ケースは自由化方向に 進 満たす製品を 生産する動機がなく ，技術力を向上させ 

んだ． 1991 年から 1996 年にかけてみられた 599 ケ 一 るインセンティブが 働かなかったからであ る． 

スの 政策変化のうち 95% が自由化を指向していた 一方，政策が 自由化することによって 入ってきた 多 

(UNCTAD,1997). この数値は， 1996 年以降もますま くの FDI は国際市場指向のものであ り，規模経済を 享 

す 増えていると 見られる・インドネ、 シアも 80 年代後半 愛 しており，先進国の 市場ニーズを 満たす生産を 行う 

から，貿易体制を 輸出向けに変更するとともに 投資   ために一流プラントを 整備するという 特徴をもって い 

輸入制限を緩和しこれに 伴って FDI に対するローカ る ・こうした特徴から ，国際市場指向の FDI は，ホス 

ル・コンテンツ 規制を少しずつ 排除しており ，また 1994  ト 国 経済に対してより 大きな技術的スピルオーバー や， 

午からは 100% 外国資本の導入も 許可するに至った   現地企業に対するバックワー ドリンケージを 与えてい 

インドネ、 シアのような 発展途上木スト 国における 自 る ・ この点は， 1970 年代後半のメキシコとブラジル ， 

由比傾向の背景には ， TNC ( 多国籍企業 ) による生産 および 1980 年半ばのタイにおける 自動車産業に 関す 

システムのバローバル 化という外生要因の 他， FDI に る 研究によって 明らかにされた (Moran, 2000). メキ 

対する各国のこれまでの 政策実施の経験という 内生 要 シコ では， 5 年間に 115 企業が FDI 周辺に現れ ，う ち 

因 があ る．従来，一般に 発展途上国は ，将来国際的な 49% 。 が合弁， 5¥%/0 。 が 純 現地企業であ った・タイでは ， 

競争力を持っような 現地企業を育成するために 輸入 代 十年足らずの 間に 150 企業が OEM ステータスを 獲得 

替 政策を実施してきた．その 際，国家目標を 達成する し う ち 67 企業が日本側との 合弁， 42 企業は日本 バ 

ために，輸入を 制限して国内市場を 保護し FDI 企業 イヤーからの 技術援助により ，また 4l 企業は自社努力 

に 対して完成品に 一定の割合で 国内部品を含むように により取得した・ 

要求した．国内市場保護政策に 伴って FDU 企業に対し この傾向をみて ，ホスト国の 間では，現地企業に 

て 様々な優遇措置を 与え，その代わりに ， FDI 企業はを極大化するためには 対する FDI からのバックワードリンケージによる 自由化すべきだという 信念が広 利益 
必ず定められた 割合で現地供給企業・ 関連企業から 調 がっているよ う であ る．この研究では ，インドネ、 シア 

達 をしなければならなかった   への日本企業の FDI を事例として ， 自由化政策がどれ 

しかし，こうした 政策のもとでは ，国家目標を 達成 ほど現地企業に 対するバックワードリンケージの 機会 
を 与えるかを検証するとともに ，バック ヮ一 ドリンケ 

できない発展途上国が 多かった．インドネ、 シアの場合， 
一ジ 形成の阻害要因を 明らかにし，ホスト 国にとって 

こうした政策のもとで (1960-1980 前半 ), FDI 企業は の政策的インプリケーションを 検討する   

ハイ・コスト 経済に落ち込み ，現地企業の 技術力も向 

上しなかったという 結果を招いた ，これは，参入した 2. 事例研究 

FDT がほとんどインドネ、 シア国内市場指向のもので ， 1980 後半の FDI に対する自由化政策以降，インドネ、 

シア に進出する覚国企業は 顕著に増加した． 1987-1988 
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年の間に，承認、 された FDI の額は 15.20 億ドルから またどのような 阻害要因があ るのかを探るために ， 本 

44.11 億ドルに変化した． また， 1994 午に FDl に対し 研究では，インドネ、 シアに進出している 日本企業 3 社 

て 100% 外資の形を許可する 政策を実施したため ，同 に対するインタビュ 一調査を実施した． 3 社のうち， 

年には 237.24 億ドルの FDI が承認、 され，前年の 81.44  PFU と高山リードは 自由化政策以降に 進出したケース 

億ドルに比べて 大幅に増加した (Thee,2001)   であ り，これらと 比較するために 取り上げたコマツは ， 

このように急増した FDI から現地企業に 対してバ ツ 輸入代替政策が 施行されていた 当時に進出したケース 

クワードリンケージの 機会がどれほど 与えられるか ， であ る．主なインタビュー 結果を，表 1 に示す   

表 1. 事例企業のインタピュー・データ 

インタビュー 項目 手枕金文名 
斗 Ⅱテクノロジーインドネシア (PTl)  苗山リードインドネシア コマツインドネシア 

進出時期 1995 1995 1982 

進出 肋接 コストダウン 顧客への接近 当初は輸入禁止への 対応 

主な 典品 スキャナ 一 繊維機械用リード   建築・産業機械 
販売先 100% 輸出 ( 北米， ョ一 ロッ バ ， 日本 )  99% 現地市場 現地市場 80%, 輸出 20%  ( 完成車輪出先     

マレーシア，オーストラリア ，中近東，アフ 
リカ，サクジアラビア ; コンポーネント 輸出 

先 : 日本，他のコマツ 生産拠点 ) 
従集俺 親柱 153 名 40 名 853 名 

株式所有 PTS  (PFU  テクノロジーシンガポール )  高山リードが 60%  ,  インド 日本側 63.39%0,  インドネシア 例 36.6 Ⅸ 

が 97%  ,  PFU  が 3%0 ネシア側が 40% 
由憶は略 上の位 ユ PTS は PFU の東南アジアにおける ビジ それぞれの子会社が 各ホス 時間が経つにつれて 位置付けは変化してい   
付け ネス本部となり ，部品やユニットや 宗 ト国 ( 韓国，タイ，マレーシ る ( 最初は組立工場のみであ っただが，今は 

成 品の設計，調達，販売を 行っている． ア ，台湾，インドネ、 シア ) の コマツのバローバル 生産拠点の一つであ り   
一方， PTI は PFU の生産拠点となり ， 市場に集中する   他の拠点とクロスソーシングを 行いながら   

電子機器とりわけスキヤナ 一の製造を 1995 午からアセアン 諸国に完成車ユニット 

行っている   を 輸出している )   

現地文違口合 5%-10% 程度 10% 程度 45% 程度 

現地サプライヤー 4 社 ( 全て PFl 以外外国企業の 関連企 純 現地企業Ⅰ 社 ，高山リード 約 30 社 
0% 業 ) 以外外国企業の 関連企業Ⅰ 

社 
他の Ⅰ 達元 、 シンガポール ，マレーシア ，台湾， 日 夕 イ ，韓国，イタリア ，日本 タイ，韓国，イタリア ，ブラジル，アメリカ ， 

本 フィリピン 

現地角 達 の 咀 有要 一部の部品ベンダ 一では技術力に 問題 品質的に問題あ り，改善を望 現地のインフラがまだ 整っていない 
  があ り，継続的な 品質保証が難しい 場 むと共に使用用途を 制限 

合 があ る 

現地サプライヤー あ り なし あ り 

に 対する 拉街 支柱 

それぞれの進出動機は ， 主な市場や進出時期に ょ っ 現地企業に関する 情報が公式な 情報源 ( 現地企業の概 

て 異なっている。 100% 輸出品を生産する PFU の進出 要パンフレット ，現地政府ガゼットなど ) からではな 

動機はコストダウンにあ り，逆にほとんどの 製品を現 く ，同業他社， ユーザコ 現地調査などからしか 取得 

地 市場で販売している 高山リードは ，顧客への接近を できないという 問題が指摘された．こうした 情報の非 

進出動機として 挙げている。 また， 自由化以前に 進出 対称性が存在するため ，良い現地供給企業を 見つける 

した コマツの当初の 進出動機は，輸入禁止政策への 射 ためには大きな 努力とコストがかかっている   

応 であ った   例えば高山リードの 場合，操業当初から 現地企業 

コストダウンが 現地調達のインセンティブであ る点 に関する情報を 収集し使用資材・ 部品 " などを供給で 

は ， 3 社とも共通していた。 しかし，現地調達の 割合 きる企業を探索し 逸 早く現地調達に 取り組んだが ， 

を見ると，コマツ 以外は 10% 程度と低い現状にあ る・ 上述のような 理由から現地調達は 低い水準にあ る． 一 

その主な原因としては ，現地企業の 生産能力・技術力 方 ，コマツの場合，進出当初はノックダウン 方式での 

が 要求水準に達していない 点が指摘されている・また ， 組立作業しか 行わなかったため ，現地調達が 開始され 
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たのは 3, 4 年後からであ ったが，その 後， 日本国内で 

の板金部品の 取引先企業がインドネ、 シアに進出したこ 

となどにより ，現地調達割合は 45% 。 に達している． 

3. 考察 

一般にローカル・コンテンツ 規制は，それによって 

FDI からの現地企業に 対するバックワー ドリンケージ 

が形成されることを 期待して実施されている．しかし 上述したように ， このような規制政策がバックワー ド 

リンケージを 促進する効果は 大きくはなかった   

一方， 自由化政策によって 導入される FDI は，バッ 

クワードリンケージの 形成により大きな 効果を及ぼし ， 

現地企業の技術力の 向上も期待できる． しかし 自由 

化政策には別の 間 題 が発生する可能性があ り，その問 

題を制御できなければバックワードリンケージは 形成 

され難くなり ，現地企業の 育成も容易ではなくなる 場 

合 があ る．それらの 問題は， FDI 企業レベル，現地金 

業 レベル，そしてリンケージ 形成レベルに 分けて考察 

できる． 

3.1 現地調達需要の 程度 

バックワー ドリンケージが 形成される程度は ，まず， 

第一に FDI 企業からの現地調達需要の 大きさによって 

決定される．競争に 勝つためのコストダウンは 低価格 

での現地調達によって 可能となる． しかし，需要の 大 

きさは産業の 特性やその FDI の国際戦略上の 役割に依 

存している． 

FDI 企業は親会社の 国際戦略に密接に 関わっており ， 

その国際戦略の 中でそれぞれの FDI の役割が決定され 

ている．その 役割の差異によって ， FDI がホスト国に 

対して与える 利益が左右される． す な む ち ， 同じ国際 

市場指向の FDI であ っても，現地調達需要の 程度が異 

なり， したがってバックワードリンケージの 形成に及 

ぼす影響も異なる 場合があ る． 

3.2 パートナーシップ・レディネス 

自由化することによって ，国際市場指向の FDI 企業 

はもとより，現地市場指向の 企業も競争の 激しい市場 

に直面し競争に 勝つためには 国際標準の QCD( 品質， 

原価，納期 ) を持たなければならない．第一に ， FDI 

は国際標準を 守るために，その 標準を満たす 現地供給 

企業・関連企業との 間にしかバックワードリンケージ 

な 形成しない． したがって，バックワー ドリンケージ 

が生起するためには ，現地企業は 事前にパートナーシ 

ップ・レディネスを 持たなけれ ば ならない． しかし， 

これは，現地企業の 育成が FDI を招く目的であ ること 

とは，矛盾することになる．ほとんどの 現地企業は， 

そのようなパートナーシップ・レディネスを 持たない 

からであ る， こうした状態の 下では， FDT は部品を輸 

入するか， 自社で製造するか ，外資供給企業の 進出を 

促すか等の選択肢から 部品調達の方法を 選ぶことにな 

る ．現地企業とのバックワー ドリンケージの 形成は ， 

産業自体の成熟を 待たなければならない．結局， 自由 

化の前と同じく ，バックワードリンケージの 形成は時 

間の関数となる． 

こうした問題が 伴 う 場合には，市場メカニズムに 任 

せるのみでは ，バック ヮ一 ドリンケージは 期待通りに 

形成されないであ ろう．バックワー ドリンケージを 促 

進するためには ，ホスト国政府は 自由化政策と 同時に， 

あ らかじめ現地企業のパートナーシップ・レディネ 、 ス 

を 向上させ，最適な FDI を選択する必要があ る   

3.3 バックワードリンケージ 形成のコスト 

さらに，ホスト 国政府が考慮すべきもう 一つ重要な 

問題として，バックワードリンケージ 形成のコストが 

挙げられる． これは二つのコストからなっている． ま 

ず ， FDI 企業は一般に 国際調達リンケージに 関わって 

いるため，既存リンケージから 現地企業に調達を 切り 

替える際に生じるスウィッチンバコストがあ る．また， 

最適な現地供給企業をみつけるために 様々な情報を 収 

集 する必要があ り，それに伴う 一種の取引コストがか 

かる・現地企業においても 同様のコストが 生じる．現 

地企業も一般にフリーマーケットという 既存市場を持 

ち， FDI に供給先を切り 替える際にスウィッチンバコ 
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ストがかかる   また，供給先を 探索するための 取引 コ を実施する必要があ る   

ストもかかる   こうしたバックワードリンケージ 形成 

コストが高ければ 高いほど， FDI 企業も現地企業も り 以上の考察から ，バックワードリンケージ 形成の決 

ンケージするインセンティブが 低くなる．したがって ， 定要因と，それぞれの 要因に対応する 政策課題は表 2 

バックワー ドリンケージを 促進するために ，ホスト国 のようにまとめられる   

政府はこのコストを 削減するための 様々な措置・ 対策 

表 2. バックワードリンケージ 形成の決定要因と 政策課題 

レベル   アセンプ一一・ プ 一 一 

リ、 ノ ケー・ - 、 ジ   
決定要因 現地球速要式の 程度     リンケージ形成コストの 程度     バートナーシップ・レディネスの 程度     

- 産業の特性   新しいバートナーへのスウィッチン   要求される製品分野に 対応する 
  国際戦略上の 役割 グ コスト ための現地企業の 能力 

  取引コスト 

ホスト国政府の - FDT の誘導 - 経営環境の整備 - 技術及び経営管理の 文 授 
役割   重点分野の選択 - 情報の非対称性の 解消 - 財政的支援 

4. むすび 今後の課題は ，インドネ、 シアに進出している 日本企 

以上，本報告では ， FDT 企業から現地企業に 対する 業と，それらに 供給している 現地企業をインタビュー 
バックワー ドリンケージ 形成の決定要因を FDI 企業 レ する事によってバックワードリンケージ 形成の決定要 

ベル，現地企業レベル ，そしてリンケージ 形成レベル 因をより明らかにし ，政策課題を 具体化することであ 

に 分けて示しまたそれぞれの 要因に対応する 政策課 る ・また，バックワー ドリンケージからの 技術スピル 

題をも指摘した．これらの 決定要因は相互的であ って ， オーバーがいかに 現地産業クラスター 形成につながる 

対応する政策が 同時に実施されなければならない   かを検証する   
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